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各派内示・記者会見資料 （平成18年２月22日）

平 成 1 ８ 年 ２ 月 秋 田 市 議 会 定 例 会 提 出 予 定 案 件

件 名 説 明

「 予 算 案 」 28 件

１ 平成18年度秋田市一般会計予算の件 ○資料別紙

２ 平成18年度秋田市土地区画整理会計予 ○資料別紙

算の件

３ 平成18年度秋田市市有林会計予算の件 ○資料別紙

４ 平成18年度秋田市市営墓地会計予算の ○資料別紙

件

５ 平成18年度秋田市中央卸売市場会計予 ○資料別紙

算の件

６ 平成18年度秋田市農業集落排水会計予 ○資料別紙

算の件

７ 平成18年度秋田市大森山動物園会計予 ○資料別紙

算の件

８ 平成18年度秋田市廃棄物発電会計予算 ○資料別紙

の件

９ 平成18年度秋田市国民健康保険事業会 ○資料別紙

計予算の件

10 平成18年度秋田市老人保健医療事業会 ○資料別紙

計予算の件

11 平成18年度秋田市母子寡婦福祉資金貸 ○資料別紙

付事業会計予算の件
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12 平成18年度秋田市介護保険事業会計予 ○資料別紙

算の件

13 平成18年度秋田市病院事業会計予算の ○資料別紙

件

14 平成18年度秋田市水道事業会計予算の ○資料別紙

件

15 平成18年度秋田市下水道事業会計予算 ○資料別紙

の件

16 平成 17年度秋田市一般会計補正予算 ○資料別紙

（第８号）の件

17 平成17年度秋田市土地区画整理会計補 ○資料別紙

正予算（第３号）の件

18 平成17年度秋田市市有林会計補正予算 ○資料別紙

（第２号）の件

19 平成17年度秋田市市営墓地会計補正予 ○資料別紙

算（第１号）の件

20 平成17年度秋田市農業集落排水会計補 ○資料別紙

正予算（第２号）の件

21 平成17年度秋田市廃棄物発電会計補正 ○資料別紙

予算（第１号）の件

22 平成17年度秋田市国民健康保険事業会 ○資料別紙

計補正予算（第１号）の件

23 平成17年度秋田市老人保健医療事業会 ○資料別紙

計補正予算（第１号）の件

24 平成17年度秋田市介護保険事業会計補 ○資料別紙

正予算（第４号）の件

25 平成17年度秋田市病院事業会計補正予 ○資料別紙
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算（第２号）の件

26 平成17年度秋田市水道事業会計補正予 ○資料別紙

算（第３号）の件

27 平成17年度秋田市交通事業会計補正予 ○資料別紙

算（第１号）の件

28 平成17年度秋田市下水道事業会計補正 ○資料別紙

予算（第３号）の件

「 条 例 案 」 27 件

29 秋田市国民保護協議会条例を設定する ○設定理由

件 武力攻撃事態等における国民の保護のため

の措置に関する法律（平成16年法律第112号）

の施行に伴い、秋田市国民保護協議会の組織武力攻撃事態等における国民の保護のための措置等に関する法律（平成１６

および運営に関し必要な事項を定めるため、年法律第１１２号 ：平成１６年６月１８日公布、平成１６年９月１７日施）

この条例を設定しようとするもの行

○要 旨

１ この条例は、秋田市国民保護協議会（以

下「協議会」という ）の組織および運営。

に関し必要な事項を定めるものとする。

、 。２ 協議会の委員の定数は 60人以内とする

３ 会長に事故があるときは、会長があらか

じめ指名する委員がその職務を代理するこ

ととする。

４ 協議会は、会長が招集し、その議長とな

ることとする。

５ 協議会は、過半数の委員の出席がなけれ

ば議決をすることができないこととする。

６ 協議会の議事は、出席した委員の過半数

をもって決することとする。

７ 協議会に部会を置くことができることと

する。

８ この条例に定めるもののほか、協議会の

運営に関し必要な事項は、会長が協議会に

諮って定めることとする。

○施行期日 平成18年４月１日から
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30 秋田市国民保護対策本部および秋田市 ○設定理由

緊急対処事態対策本部条例を設定する 武力攻撃事態等における国民の保護のため

件 の措置に関する法律（平成16年法律第112号）

の施行に伴い、国民保護対策本部および緊急

対処事態対策本部について定めるため、この武力攻撃事態等における国民の保護のための措置等に関する法律（平成１６

条例を設定しようとするもの年法律第１１２号 ：平成１６年６月１８日公布、平成１６年９月１７日施）

○要 旨行

１ この条例は 秋田市国民保護対策本部 以、 （

下「国民保護対策本部」という ）および。

秋田市緊急対処事態対策本部（以下「緊急

対処事態対策本部」という ）に関し必要。

な事項を定めるものとする。

２ 国民保護対策本部長（以下「本部長」と

いう ）は、国民保護対策本部の事務を総。

括することとする。

（ 「 」３ 国民保護対策副本部長 以下 副本部長

という ）は、本部長を助け、国民保護対。

策本部の事務を整理することとする。

４ 国民保護対策本部員は、本部長の命を受

け、国民保護対策本部の事務に従事するこ

ととする。

５ 国民保護対策本部に必要な職員を置くこ

とができることとし、この職員は、市の職

員のうちから市長が任命することとする。

６ 本部長は、必要に応じ、国民保護対策本

部の会議を招集することとする。

７ 本部長は、必要と認めるときは、国民保

護対策本部に部を置くことができることと

する。

８ 国民保護現地対策本部に国民保護現地対

策本部長その他の職員を置き、副本部長そ

の他の職員のうちから本部長が指名する者

をもって充てることとする。

９ １から８までに定めるもののほか、国民

保護対策本部に関し必要な事項は、本部長

が定めることとする。

10 ２から９までの規定は、緊急対処事態対

策本部について準用することとする。

○施行期日 平成18年４月１日から
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31 秋田市部設置条例の一部を改正する件 ○改正理由

重要かつ緊急的な行政課題に対応する等の

ための推進本部の設置について定めるため、

改正しようとするもの

○改正要旨

市長は、重要かつ緊急的な行政課題に対応

する等のため、必要により推進本部を設ける

ことができることとする。

○施行期日 平成18年４月１日から

32 秋田市一般職の任期付職員の採用等に ○設定理由

関する条例を設定する件 職員の任期を定めた採用を実施するため、

この条例を設定しようとするもの

○要 旨・地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律

１ この条例は、職員の任期を定めた採用等第４８号 ：平成１４年５月２９日公布、同年７月１日施行）

に関し必要な事項を定めるものとする。・地方公務員法及び地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律

２ 高度の専門的な知識経験又は優れた識見の一部を改正する法律（平成１６年法律第８５号 ：平成１６年６月９日）

が必要とされる業務に従事させるため、職公布、同年８月１日施行

員を任期を定めて採用することができるこ

ととする。

３ 専門的な知識経験が必要とされる業務に

従事させるため、職員を任期を定めて採用

することができることとする。

４ 一定の期間内に終了することが見込まれ

る業務等に従事させるために、職員を任期

。を定めて採用することができることとする

５ 任命権者は、短時間勤務職員を一定の期

間内に終了することが見込まれる業務等に

従事させるため、短時間勤務職員を任期を

定めて採用することができることとする。

６ 一定の期間内に終了する業務が３年を超

えることが明らかな場合等は、４又は５に

より採用する職員の任期を５年を超えない

範囲内で定めることができることとする。

７ 任期を定めて採用された職員の任期が法

定の期間又は６の期間に満たない場合は、

当該職員の同意を得て、法定の期間又は６

の期間の範囲内において、その任期を更新

することができることとする。

８ ２により任期を定めて採用された職員 以（
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下「特定任期付職員」という ）には、特。

。定任期付職員給料表を適用することとする

９ 特に顕著な業績を挙げたと認められる特

定任期付職員には、その給料月額に相当す

る額を特定任期付職員業績手当として支給

することができることとする。

10 特定任期付職員には、給料の調整額、扶

養手当、住居手当、管理職手当、時間外勤

務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、勤

勉手当および義務教育等教員特別手当を支

給しないこととする。

11 企業職員である特定任期付職員に、特定

任期付職員業績手当を支給することができ

ることとする。

12 企業職員である特定任期付職員には、扶

養手当、住居手当、管理職手当、時間外勤

務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当およ

び勤勉手当を支給しないこととする。

○施行期日 平成18年４月１日から

33 秋田市職員の勤務時間、休暇等に関す ○改正理由

る条例の一部を改正する件 任期付短時間勤務職員の勤務条件について

定めるため、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 任期付短時間勤務職員の勤務時間は、１

週間当たり32時間までの範囲内で任命権者

が定めることとする。

２ 任期付短時間勤務職員については、日曜

日および土曜日に加えて、月曜日から金曜

日までの５日間において週休日を設けるこ

とができることとする。

３ 任期付短時間勤務職員については、１週

間ごとの期間について１日につき８時間を

超えない範囲内で勤務時間を割り振ること

とする。

４ 任期付短時間勤務職員の年次有給休暇の

日数については、その者の勤務時間を考慮

し、20日を超えない範囲で規則で定める日

数とすることとする。

○施行期日 平成18年４月１日から
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34 秋田市職員の修学部分休業に関する条 ○設定理由

例を設定する件 職員の修学部分休業制度を実施するため、

この条例を設定しようとするもの

○要 旨地方公務員法及び地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の

１ この条例は、職員の修学部分休業に関し一部を改正する法律 平成１６年法律第８５号 ：平成１６年６月９日公布（ ） 、

必要な事項を定めることとする。同年８月１日施行

２ 修学部分休業は、週20時間以内で、30分

を単位として行うこととする。

３ 修学部分休業で修学できる教育施設は、

大学および高等専門学校、専修学校ならび

に各種学校とすることとする。

４ 修学部分休業の期間は、２年以内とする

こととする。

５ 職員が修学部分休業の承認を受けて勤務

しない場合には、その勤務しない時間に応

じて給与を減額することとする。

６ 任命権者は、修学部分休業をしている職

員が修学部分休業に係る教育施設の課程を

退学したとき等は、その承認を取り消すこ

ととする。

○施行期日 平成18年４月１日から

35 秋田市職員の高齢者部分休業に関する ○設定理由

、条例を設定する件 職員の高齢者部分休業制度を実施するため

この条例を設定しようとするもの

○要 旨地方公務員法及び地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の

１ この条例は、職員の高齢者部分休業に関一部を改正する法律 平成１６年法律第８５号 ：平成１６年６月９日公布（ ） 、

し必要な事項を定めることとする。同年８月１日施行

２ 高齢者部分休業は、週20時間以内で、30

分を単位として行うこととする。

３ 高齢者部分休業は、定年退職の５年前か

ら承認できることとする。

４ 職員が高齢者部分休業の承認を受けて勤

務しない場合には、その勤務しない時間に

応じて給与を減額することとする。

５ 高齢者部分休業の承認を受けて職員が勤

務時間の一部について勤務しなかった場合

は、その期間の２分の１に相当する期間を

勤続期間から除算して退職手当を支給する

こととする。
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６ 任命権者は、高齢者部分休業をしている

職員の業務を処理するための措置を講ずる

ことが著しく困難となった場合で当該職員

の同意を得たときは、高齢者部分休業の承

認を取り消し、又は休業時間を短縮するこ

とができることとする。

７ 任命権者は、既に高齢者部分休業をして

いる職員から休業時間の延長の申出があっ

た場合で公務の運営に支障がないと認める

ときは、休業時間の延長を承認することが

できることとする。

○施行期日 平成18年４月１日から

36 秋田市公営企業職員の給与に関する条 ○改正理由

例の一部を改正する件 修学部分休業等を取得した場合の給与の減

額および公営企業の任期付短時間勤務職員の

給与について定めるため、改正しようとする

もの

○改正要旨

１ 職員が修学部分休業又は高齢者部分休業

の承認を受けて勤務しない場合には、その

勤務しない１時間につき、勤務１時間当た

りの給料等の額を減額することとする。

２ 任期付短時間勤務職員については、扶養

手当、住居手当、寒冷地手当および退職手

当は支給しないこととする。

○施行期日 平成18年４月１日から

37 秋田市職員の育児休業等に関する条例 ○改正理由

の一部を改正する件 育児休業をした期間に係る退職手当の算定

方法を改めるため、改正しようとするもの

○改正要旨国家公務員退職手当法の一部を改正する法律（平成１７年法律第１１５号）

退職手当に係る在職期間から、育児休業を：平成１７年１１月７日公布、平成１８年４月１日施行

した期間（当該育児休業に係る子が１歳に達

した日の属する月までの期間に限る ）の３。

分の１（現行２分の１）に相当する月数を除

算することとする。

○施行期日 平成18年４月１日から。改正後

の条例の規定は、施行日以後の退職に係る退

職手当について適用する旨の経過措置を規定
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する。

38 秋田市報酬及び費用弁償額並びにその ○改正理由

支給方法条例の一部を改正する件 国民保護協議会委員および介護給付費等の

支給に関する審査会委員の報酬額を定めるた

め、改正しようとするもの

○改正要旨

報酬額を次のとおりとする。

国民保護協議会委員 日額 7,000円

介護給付費等の支給に関 日額19,700円

する審査会委員

○施行期日 平成18年４月１日から

39 秋田市河辺墓地条例の一部を改正する ○改正理由

件 墓地の管理手数料の適正化を図るため、改

正しようとするもの

○改正要旨

管理手数料を１㎡につき315円から375円に

改めることとする。

○施行期日 平成18年４月１日から。改正後

の条例の規定は、平成18年度分の管理手数料

から適用する旨の経過措置を規定する。

40 秋田市国民健康保険税条例の一部を改 ○改正理由

正する件 国民健康保険の被保険者に係る税額の適正

化を図るため、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 税率等の改正

【医療分】 【介護分】

改正前 改正後 改正前 改正後

所得割額の税率 100分の9.75 100分の11.73 100分の1.27 100分の2.88

被保険者均等割額 25,260円 29,580円 5,470円 8,950円

世帯別平等割額 34,140円 36,140円 4,560円 8,570円

２ 減額対象世帯に係る被保険者均等割額および世帯別平均割額から減ずる額をそれ

ぞれ減額割合に応じて引き上げることとする。

○施行期日 平成18年４月１日から。改正後

の条例の規定は、平成18年度以後の年度分の

国民健康保険税について適用する旨の経過措



- 10 -

置を規定する。

41 住居表示の実施等に伴う関係条例の整 ○設定理由

理に関する条例を設定する件 秋田駅東拠点地区の住居表示の実施等に伴

い、秋田駅東自転車等駐車場の位置の表示等

を改めるため、この条例を設定しようとする

もの

○要 旨

１ 秋田駅東自転車等駐車場の位置の表示を

「中通七丁目１番３号」から「東通仲町４

番３号」に改めることとする。

２ 秋田駅東拠点地区土地区画整理事業の施

行地区に含まれる地域の名称を改めること

とする。

○施行期日 公布の日から

42 秋田市介護給付費等の支給に関する審 ○設定理由

査会条例を設定する件 障害者自立支援法（平成17年法律第123号）

の施行に伴い、介護給付費等の支給に関する

審査会の委員の定数等を定めるため、この条障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号 ：平成１７年１１月７日公）

例を設定しようとするもの布、一部の規定を除き、平成１８年４月１日施行

○要 旨

１ この条例は、秋田市介護給付費等の支給

に関する審査会（以下「審査会」という ）。

に関し必要な事項を定めることとする。

、 。２ 審査会の委員の定数は 10人以内とする

３ この条例に定めるもののほか、審査会に

関し必要な事項は、規則で定めることとす

る。

○施行期日 平成18年４月１日から

43 秋田市知的障害者デイサービスセンタ ○改正理由

ー条例の一部を改正する件 障害者自立支援法（平成17年法律第123号）

の施行に伴い、規定を整備するため、改正し

ようとするもの障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号 ：平成１７年１１月７日公）

○改正要旨布、一部の規定を除き、平成１８年４月１日施行

引用している法律、用語等について規定の

整備を行う。

○施行期日 平成18年４月１日から。改正後

の条例に規定は、施行日以後の利用に係る利
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。用料金から適用する旨の経過措置を規定する

44 秋田市老人デイサービスセンター条例 ○改正理由

の一部を改正する件 介護保険法および老人福祉法の一部改正 平（

成17年法律第77号）に伴い、老人デイサービ

スセンターの利用者に認知症対応型通所介護介護保険法等の一部を改正する法律（平成１７年法律第７７号 ：平成１７）

等を利用する者を加え、その利用料金を定め年６月２９日公布、一部の規定を除き、平成18年４月１日施行

るため、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 老人デイサービスセンター（以下「セン

ター」という ）が行うことができる事業。

に、認知症対応型通所介護、介護予防通所

介護および介護予防認知症対応型通所介護

（ 「 」 。）以下 認知症対応型通所介護等 という

に関することを加えることとする。

２ センターの利用者に認知症対応型通所介

護等の利用者を加えることとする。

３ 認知症対応型通所介護等を利用する者に

。係る利用料金について規定することとする

○施行期日 平成18年４月１日から。改正後

の条例の規定は、施行日以後の利用に係る利

。用料金から適用する旨の経過措置を規定する

45 秋田市農業集落排水施設条例の一部を ○改正理由

改正する件 雄和種平農業集落排水施設の区域を拡張す

るとともに、規定を整備するため、改正しよ

うとするもの

○改正要旨

１ 雄和種平農業集落排水施設の区域に、新

たに次の区域を加えることとする。

雄和平尾鳥字善知鳥、字簗場、字中山、

字西ノ沢および字森ノ前

２ その他規定を整備することとする。

○施行期日 公布の日から。ただし、１に関

する改正は、規則で定める日から

46 秋田市中央卸売市場業務条例の一部を ○改正理由

改正する件 会社法（平成17年法律第86号）の施行に伴

い、規定を整備するため、改正しようとする

もの会社法（平成１７年法律第８６号 ：平成１７年７月２６日公布、公布の日）
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○改正要旨から起算して１年６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

用語等について規定の整備を行う。

○施行期日 規則で定める日から

47 秋田市地区計画の区域内における建築 ○改正理由

物の制限に関する条例の一部を改正す 御所野堤台地区整備計画区域等における建

、る件 築物の用途の制限等について定めるとともに

規定を整備するため、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 公共事業の施行等により建築物の敷地面

積が減少した場合は、この条例の建築物の

敷地面積の最低限度に関する規定は、適用

しないこととする。

２ 建築物の軒の高さの最高限度を別表第４

で定めることとする。

３ 公共事業の施行等により建築物の敷地面

積が減少した敷地において、増築等を行う

、場合は建築物の容積率の制限に関する規定

大規模の修繕等を行う場合は建築物の容積

率、建ぺい率等の制限に関する規定は、適

用しないこととする。

４ 既存不適格建築物について、大規模の修

繕等を行う場合は、建築物の用途、容積率

の制限等に関する規定は、適用しないこと

とする。

５ 御所野堤台、土崎港中央四丁目、御所野

下堤・元町、御所野元町および御所野地蔵

田の各地区整備計画の区域をこの条例を適

用する地区整備計画の区域とし、建築物の

用途の制限等について定めることとする。

○施行期日 公布の日から。公共事業の施行

等により建築物の敷地面積が減少した場合に

係る改正後の条例の規定は、施行日以後に公

共事業の施行等により建築物の敷地面積が減

少した場合について適用する旨の経過措置お

よび罰則に関する経過措置を規定する。

48 秋田市営住宅条例の一部を改正する件 ○改正理由

多子世帯等を優先的に選考して入居させる

ことができることとするとともに、旭南駐車公営住宅法施行令の一部を改正する政令（平成１７年政令第３５７号 ：平）
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場の使用料等について定めるため、改正しよ成１７年１２月２日公布、平成１８年２月１日施行

うとするもの

○改正要旨

１ 公募を行わずに市営住宅に入居させるこ

とができる場合として、既存の入居者又は

同居者の世帯構成および心身の状況からみ

て、入居者を募集しようとしている市営住

宅に既存入居者が入居することが適切であ

る場合を加えることとする。

２ 市営住宅に優先的に選考して入居させる

ことができる者に、18歳未満の子を３人以

上扶養している者および配偶者からの暴力

被害者を加えることとする。

３ 連帯保証人の要件に市外に居住する親族

を加えることとする。

４ 主な共同施設に旭南駐車場を加え、その

使用料の額（１区画１月につき2,800円）を

定めることとする。

○施行期日 公布の日から。ただし、４に関

する改正は、規則で定める日から。施行日前

に入居者の公募が開始された場合における当

該公募に係る入居者の選考については、なお

従前の例による旨の経過措置を規定する。

49 秋田市特定公共賃貸住宅条例の一部を ○改正理由

改正する件 連帯保証人の要件を緩和するため、改正し

ようとするもの

○改正要旨

連帯保証人の要件に市外に居住する親族を

加えることとする。

○施行期日 公布の日から

50 秋田市民交流プラザ条例の一部を改正 ○改正理由

する件 市民活動センターの調理室の使用料を改め

るとともに、規定を整備するため、改正しよ

うとするもの

○改正要旨

１ 住居表示の変更に伴い、秋田市民交流プ

ラザの位置の表示を「東通仲町４番１号」

に改めることとする。
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２ 市民活動センターの調理室の使用料を 午「

前使用、午後使用および夜間使用の各区分

ごとに3,500円」から「１時間につき1,000

円」に改めることとする。

。 、○施行期日 平成18年４月１日から ただし

１に関する改正は、公布の日から。２に関す

る改正は、施行日以後の使用に係る使用料か

ら適用する旨の経過措置を規定する。

51 秋田市地域下水道条例の一部を改正す ○改正理由

る件 公共下水道にハイタウン桜地域下水道を接

続することに伴い、同地域下水道を廃止する

ため、改正しようとするもの

○改正要旨

地域下水道の名称等からハイタウン桜地域

下水道を削ることとする。

○施行期日 平成18年５月１日から。使用料

の算定等に係る所要の経過措置を規定する。

52 秋田市立学校設置条例の一部を改正す ○改正理由

る件 八田小学校を豊岩小学校に統合することに

伴い、八田小学校を廃止するため、改正しよ

うとするもの

○改正要旨

小学校の表から八田小学校を削ることとす

る。

○施行期日 平成18年４月１日から

53 秋田市文化振興条例の一部を改正する ○改正理由

件 秋田市文化章等の表彰者として決定しない

ものの範囲等について定めるため、改正しよ

うとするもの

○改正要旨

１ 破産者で復権を得ないもの、禁錮以上の

刑に処せられた者（刑の消滅した者を除

く ）等については、表彰者として決定し。

ないこととする。

２ 表彰者が禁錮以上の刑に処せられた者に

該当するときは、表彰の決定を取り消すこ

ととする。
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○施行期日 平成18年４月１日から

54 秋田市都市公園条例の一部を改正する ○改正理由

件 八橋運動公園の第２球技場等の使用料を定

めるため、改正しようとするもの

○改正要旨

使用料を次のとおりとする。

区分 単位 金額

硬式野 会議室 １時間 160円

球場 スコアボード につき 650円

第２球 貸切 一般 420円

技場 使用 高校生 315円

中学生以下 210円

※１ 会議室の冷暖房設備を使用する場合

は、１時間につき、冷房設備にあって

は 50円、暖房設備にあっては70円を加

算する。

※２ 第２球技場の夜間照明設備を使用す

る場合は、１時間につき1,000円を加算

する。

○施行期日 平成18年４月１日から

55 秋田市手数料条例の一部を改正する件 ○改正理由

船舶の燃料タンクに直接給油するための給

油設備を備えた移動タンク貯蔵所の設置許可・危険物の規制に関する政令の一部を改正する政令 平成１８年政令第６号（ ）

申請手数料を定めるとともに、動物の愛護及：平成１８年１月２５日公布、同年４月１日施行

び管理に関する法律の一部を改正する法律 平・動物の愛護及び管理に関する法律の一部を改正する法律（平成１７年法律 （

成17年法律第68号）の施行に伴い規定を整備第６８号 ：平成１７年６月２２日公布、平成１８年６月１日施行）

するため、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 船舶の燃料タンクに直接給油するための

給油設備を備えた移動タンク貯蔵所の設置

許可申請手数料の額（39,000円）を定める

こととする。

２ 動物の愛護及び管理に関する法律を引用

している規定の整備を行う。

。 、○施行期日 平成18年４月１日から ただし

２に関する改正は、同年６月１日から
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「 単 行 案 」 13 件

56 平成 17年度秋田市一般会計補正予算 ○除排雪関係経費に不足をきたし、補正する

（第７号）に関する専決処分について ため専決処分した件について、議会の承認を

承認を求める件 求めようとするもの

・専決処分年月日 平成18年２月６日

・補 正 額 1,400,000千円

・補正後の一般会計予算額

121,538,662千円

(補正後の除排雪関係経費予算額)

3,413,355千円

※専決処分した理由

今冬の予想を上回る降雪状況等により、今

後の除排雪経費に不足をきたすことから、そ

の経費の補正について急施を要し、議会を招

集する暇がなかったため

※根拠法：地方自治法第179条第３項

57 包括外部監査契約を締結する件 ○平成18年度の包括外部監査契約を締結しよ

うとするもの

・契約の目的 当該契約に基づく監査および

監査の結果に関する報告

・契約の始期 平成18年４月１日

・契約の金額 15,015,000円を上限とする額

（ ）・契約の相手 堀井照重 資格：公認会計士

※根拠法：地方自治法第252条の36第１項

58 秋田市旭北地区コミュニティセンター ○旭北地区コミュニティセンターの指定管理

の指定管理者を指定する件 者を指定しようとするもの

・指定管理者 旭北地区コミュニティセン

ター管理運営委員会

・指定の期間 平成18年４月１日～

平成23年３月31日

※根拠法：地方自治法第244条の２第６項

59 秋田市雄和地区北部コミュニティ施設 ○雄和地区北部コミュニティ施設の指定管理

の指定管理者を指定する件 者を指定しようとするもの

・指定管理者 鹿野戸自治会

・指定の期間 平成18年４月１日～
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平成23年３月31日

※根拠法：地方自治法第244条の２第６項

60 秋田市雄和中の沢多目的研修集会施設 ○雄和中の沢多目的研修集会施設の指定管理

の指定管理者を指定する件 者を指定しようとするもの

・指定管理者 中の沢自治会

・指定の期間 平成18年４月１日～

平成23年３月31日

※根拠法：地方自治法第244条の２第６項

61 秋田市雄和農林漁家婦人活動促進施設 ○雄和農林漁家婦人活動促進施設の指定管理

の指定管理者を指定する件 者を指定しようとするもの

・指定管理者 萱ケ沢自治会

・指定の期間 平成18年４月１日～

平成23年３月31日

※根拠法：地方自治法第244条の２第６項

62 秋田市雄和山村交流センターの指定管 ○雄和山村交流センターの指定管理者を指定

理者を指定する件 しようとするもの

・指定管理者 碇田自治会

・指定の期間 平成18年４月１日～

平成23年３月31日

※根拠法：地方自治法第244条の２第６項

63 秋田市河辺高齢者健康づくりセンター ○河辺高齢者健康づくりセンターの指定管理

の指定管理者を指定する件 者を指定しようとするもの

・指定管理者 河辺地域振興株式会社

・指定の期間 平成18年４月１日～

平成23年３月31日

※根拠法：地方自治法第244条の２第６項

64 秋田市河辺畜産経営環境整備施設の指 ○河辺畜産経営環境整備施設の指定管理者を

定管理者を指定する件 指定しようとするもの

・指定管理者 新あきた農業協同組合

・指定の期間 平成18年４月１日～

平成19年３月31日

※根拠法：地方自治法第244条の２第６項

65 市道路線を認定する件 ○宅地造成に伴い新設された道路等を一般交

通の用に供するため、市道路線に認定しよう
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とするもの

・認定路線 ５路線 延長386.60ｍ

※認定後の市道総延長 約1,948Km

※根拠法：道路法第８条第２項

66 秋田市大森山動物園会計へ繰り入れる ○大森山動物園会計の事業推進のための一般

件 会計からの繰入れを行おうとするもの

・繰入金額 294,690千円以内

※根拠法：地方財政法第６条

67 秋田市農業集落排水会計へ繰り入れる ○農業集落排水会計の事業推進のための一般

件 会計からの繰入れを行おうとするもの

・繰入金額 218,060千円以内

※根拠法：地方財政法第６条

68 秋田市中央卸売市場会計へ繰り入れる ○中央卸売市場会計の事業推進のための一般

件 会計からの繰入れを行おうとするもの

・繰入金額 17,953千円以内

※根拠法：地方財政法第６条

「追加提案」

「 条 例 案 」 ２ 件

69 秋田市職員給与条例の一部を改正する ○改正理由

件 任期付職員の給与に関する規定を整備する

ため、改正しようとするもの

○改正要旨

任期付職員の給料月額等について定める。

○施行期日 平成18年４月１日から

70 秋田市職員の退職手当に関する条例の ○改正理由

一部を改正する件 任期付短時間勤務職員の退職手当に関する

規定を整備するため、改正しようとするもの

○改正要旨

任期付短時間勤務職員について、退職手当

の支給対象から除外することとする。

○施行期日 平成18年４月１日から
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「 人 事 案 」 ５ 件

71 秋田市固定資産評価審査委員会委員の ○現固定資産評価審査委員会委員の大塚宏幸

選任について同意を求める件 氏の任期満了（平成18年３月31日）に伴い、

その後任の選任について同意を求めるもの

・任期３年

※根拠法：地方税法第423条第３項

72 秋田市固定資産評価審査委員会委員の ○現固定資産評価審査委員会委員の鈴木玲子

選任について同意を求める件 氏の任期満了（平成18年３月31日）に伴い、

その後任の選任について同意を求めるもの

・任期３年

※根拠法：地方税法第423条第３項

73 秋田市固定資産評価審査委員会委員の ○現固定資産評価審査委員会委員の髙井司朗

選任について同意を求める件 氏の任期満了（平成18年３月31日）に伴い、

その後任の選任について同意を求めるもの

・任期３年

※根拠法：地方税法第423条第３項

74 秋田市固定資産評価審査委員会委員の ○現固定資産評価審査委員会委員の道端忠孝

選任について同意を求める件 氏の任期満了（平成18年３月31日）に伴い、

その後任の選任について同意を求めるもの

・任期３年

※根拠法：地方税法第423条第３項

75 人権擁護委員の候補者の推薦について ○現人権擁護委員の髙橋裕子氏の任期満了 平（

意見を求める件 成18年６月30日）に伴い、その後任候補者の

推薦について意見を求めるもの

※根拠法：人権擁護委員法第６条第３項


